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第１部 平成２６年９月期  決算概要 



(単位：億円） ▼連結

25年

9月期

26年

9月期
増減

26年

9月期

350 380 30 412

(350) (353) (3) (385)

312 315 3 315

33 35 2 54

その他業務利益 5 29 24 42

うち国債等債券損益 0 27 27 27

264 265 1 282

146 145 △ 1

105 105 0

13 14 1

△ 5 - 5 -

92 115 23 130

(85) (87) (2) (103)

8 30 22 31

17 4 △ 13 4

貸倒引当金戻入益③ - 6 6 8

償却債権取立益④ 0 0 0 0

14 11 △ 3 11

10 16 6 16

100 144 44 162

△ 0 △ 0 0 2

法人税等合計 21 44 23 50

78 99 21 109

11 △ 2 △ 13 △ 4＜与信関係費用（①＋②－③－④）＞

その他臨時損益

経常利益

特別損益

中間純利益

業務純益

臨時損益

不良債権処理額②

株式等関係損益

（コア業務純益）

物件費

税金

一般貸倒引当金繰入額①

▼単体

経費

人件費

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

（コア業務粗利益）

※コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益（５勘定尻）     

※コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益（５勘定尻） 

平成２６年９月期 決算概要 

  ４ 

＜資金利益（単体）の内訳＞
（単位：億円）

312 315 3

国内業務部門 301 297 △ 4

うち円貨預貸金利息収支 237 225 △ 12

　（うち円貨貸出金利息） (260) (246) (△14)

　（うち円貨預金等利息） (23) (21) (△ 2)

うち円貨有価証券利息配当金 65 73 8

国際業務部門 10 18 8

資金利益

25年
9月期

26年
9月期

増　減

＜連単差　＋１０億円の理由＞

＋６億円

＋３億円・子会社株式の追加取得にかかる負ののれん発生益等

・連結子会社の損益影響額

（※１） 

（※２） （※２） 

（※１） 

 業務粗利益について、資金利益および役務取引
等利益や国債等債券損益が増加したことなどか
ら、３０億円増加 

 業務純益について、業務粗利益の増加などから、
２３億円増加 

 経常利益について、業務純益が増加したことに
加え、不良債権処理額の減少などから４４億円
増加 



Ｖ：＋12
Ｒ：△26

Ｖ：△0
Ｒ：＋3

Ｖ：＋8
Ｒ：＋6

国債等債券損益
（＋27）

役務取引
等利益
（＋2）

有価証券利息
（＋15）

預金等利息
（＋2）

貸出金利息
（△13）

その他
（△3）

350

380

Ｈ２５／９ Ｈ２６／９

業務粗利益の増減要因（単体） 

V：残高要因 
R：利回要因 

業務粗利益は、前年同期比 ３０億円増加し ３８０億円 

  ５ 

（ 単位 ： 億円 ） 



17,228

15,421

16,839

15,807
16,275

16,933

10,000

15,000

20,000

岐阜県 愛知県
三重県

岐阜県 愛知県
三重県

岐阜県 愛知県
三重県

H24/9 H25/9 H26/9

36,501 36,622
37,966

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H24/9 H25/9 H26/9

48,481
51,820 52,755

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

H24/9 H25/9 H26/9

主要残高（預金等、貸出金） 

（単位：億円） 
（単位：億円） 

▼貸出金残高（単体）の推移 ▼地域別貸出金残高（単体） 

＜岐阜県＞ 
店舗数：１０１ 

ローンサービスセンター：６ 

＜三重県＞ 
店舗数：１ 

＜愛知県＞ 
店舗数：５０ 

ローンサービスセンター：１３ 

（単位：億円） 

※店舗数には仮想店舗 
（３店舗）を含みません 

▼預金等残高（単体）の推移 ▼地域別預金等残高（単体） 

  ６ 

（単位：億円） 

14,795

37,463

14,087

36,777

13,043

35,032

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

岐阜県 愛知県
三重県

岐阜県 愛知県
三重県

岐阜県 愛知県
三重県

H24/9 H25/9 H26/9



主要残高（有価証券） 

・分散投資をすすめたほか、市況に伴う評価益の増加
から有価証券残高は１，１１２億円増加 

・外貨債券のデュレーションはユーロ建の長期債を中心
に購入したことから伸長 

▼有価証券残高の推移（単体） 

▼修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝの推移（単体） 

▼有価証券の売却損益および減損処理（単体） 

  ７ 

H24/9 H25/9 H26/9

4.26 3.88 3.64

2.72 3.73 5.30

円　貨　債　券

外　貨　債　券

5,778 6,057 5,837

3,646

3,062
3,982 4,539

803

1,231
1,020

1,817

3,173 3,333

1,339

2,796

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H24/9 H25/9 H26/9

（単位：億円）

国債 地方債 社債 株式 その他の証券

16 ,735

13 ,839

17 ,847

H24/9 H25/9 H26/9

株式等関係損益 ▲ 252 1,477 1,124

国債等債券損益 ▲ 570 65 2,745

合計 ▲ 822 1,543 3,869

▼有価証券の評価損益（単体） 

331

729
853

60

486

569

268

229

239

0

500

1,000

1,500

2,000

H24/9 H25/9 H26/9

（単位：億円）

株式評価損益 債券評価損益 その他の評価損益

1 ,444

659

1 ,661

+1,112億円 +217億円 

（単位：百万円） 



与信関係費用・不良債権額の推移 

与信関係費用（①＋②－③－④） 1 11 △ 2

①一般貸倒引当金繰入額（△戻入益） - △ 5 -

②不良債権処理額 4 17 4

貸出金償却 0 - -

個別貸倒引当金繰入額 - 14 -

バルクセール売却損 2 0 1

その他 2 2 2

2 - 6

0 0 0

③貸倒引当金戻入益

④償却債権取立益

H24/9 H25/9 H26/9

・当期末の不良債権比率は３．０３％。 
・部分直接償却を実施した場合の不良債権比率は 
 ２．８１％。 

▼与信関係費用の推移（単体） ▼不良債権額の推移 
     （金融再生法ベース・単体） 

▼業種別の不良債権処理額（単体） 

  ８ 

385 456

55

△ 113

977

460

143

△ 351

1,689

△ 52

△ 517

△ 71

165

1,044

△ 409

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

製造業 建設業 小売・

卸売業

不動産業 サービス業

その他

（単位：百万円）

H24/9

H25/9

H26/9

（単位：億円） 

144 127 117

1,084 1,086
890

222 179

162

3.89
3.73

3.03

0

500

1,000

1,500

2,000

H24/9 H25/9 H26/9

単体

（単位：億円）

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00
（単位：％）

要管理債権 危険債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 不良債権比率



自己資本・劣後調達・配当の状況 

▼自己資本（国内基準）の推移 ▼劣後調達 

●３年半の間で劣後ローン１７０億円、    
劣後社債２００億円 返済 

●平成２６年９月末の自己資本比率（単体）は 
 １０．８９％、完全実施ベースでは９．０７％ 

  ９ 

▼配当 

●安定的かつ継続的な配当の実施 

1株当たり年間配当額
（円）

当期純利益
（百万円）

平成25年度 7.00 12,353

2,212

2,814 2,944
3,211

580

△7

10.51

8.35

10.47
10.89

11.61

8.66
9.07 9.28

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H25/3
(単体)

H26/3
(単体)

H26/9
(単体)

H26/9
(連結)

（単位：億円）

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

11.00

12.00

（単位：％）バーゼルⅢ

自己資本比率

自己資本比率
（完全実施ベース）

自己資本
TierⅠ 

TierⅡ 

控除項目 

H23.4.1 H24.3.31 H24.9.30 H25.3.31 H26.3.31 現在残高

劣後ﾛｰﾝ
110億円

310億円

劣後社債
300億円

劣後ﾛｰﾝ
280億円

劣後ﾛ-ﾝ
30億円

580億円

430億円

劣後ﾛｰﾝ
290億円

390億円

210億円

劣後社債
100億円

劣後社債
100億円

劣後ﾛｰﾝ
2１0億円

劣後ﾛｰﾝ
80億円

劣後社債
100億円

劣後ﾛｰﾝ
280億円

劣後社債
150億円

劣後ﾛｰﾝ
280億円

  H24.9. 7  劣後ﾛｰﾝ80億円調達
  H24.9.18 劣後ﾛｰﾝ30億円承継

 H24.10. 1 劣後ﾛｰﾝ100億円期限前弁済
 H24.12.21 劣後社債100億円発行

 H24.3.22、H24.9.18にそれぞれ
 劣後社債150億円の期限前償還

  H25.4.1 劣後ﾛｰﾝ80億円
　    　　　期限前弁済

  H26.10.1 劣後ﾛｰﾝ100億円
　    　　期限前弁済



統合リスク管理の状況 

●現状の統合リスク量は当行の経営体力（配分可能資本）の範囲内に十分収まっている 

 １０ 

統合リスク管理

1,000億円

1,500億円

コア資本
（経過措置の適用なし）

2,453億円
(平成26年9月末)

リスク資本
1,883億円

(平成26年下期)

コア資本

2,453億円

350億円

1,203億円

200億円

未利用
リスク資本
1,290億円

 配分可能資本

（コア資本-一般

貸倒引当金）

  2 ,366億円

信用リスク
保有期間   　1年

信頼水準     99%

市場リスク
保有期間                      *

債券・株式等   6ヶ月

預貸金           6ヶ月

トレーディング　10営業日

信頼水準　　　    99% 　　　　＊

オペレーショナル・リスク
バーゼル規制基礎的手法

配分可能資本
2,366億円

(平成26年9月末)

500億円

（参考）リスク量
　　　593億円

　　　　(平成26年9月）

【バッファー】
信用リスクストレス　 53億円
市場リスクストレス　165億円
政策株式ストレス　　 52億円
その他のリスク　　    27億円
　　　計　　　　　　　　 297億円

2,000億円

評価益が政策株式ＶａＲを上
回っており、リスク量はゼロ

　※評価益≧０のとき
　　　 リスク量＝ＶａＲ－評価益
　　　　（最小値「０」）
　　評価益＜０のとき
　　　 リスク量＝ＶａＲ＋評価損

181億円

302億円

2,500億円

130億円

政策投資株式リスク
保有期間     6ヶ月

信頼水準　　   99%  *

110億円

政策株式
評価益

546億円

政策株式

ＶａＲ

300億円

0億円

ストレスシナリオ
2,133億円

(平成26年下期)

356億円

1,368億円

252億円

157億円

未配分資本 186億円

バッファー 297億円

一般貸倒引当金　87億円

ストレス時余力

233億円



平成２７年３月期 業績予想（１） 

▼単体 (単位：億円） ▼連結

26年

3月期

(実績）

27年

3月期

（予想）

増　減

27年

3月期

（予想）

業務粗利益 695 714 19
(コア業務粗利益) (695) (695) 0

資金利益 618 616 △ 2
役務取引等利益 69 72 3
その他業務利益 8 26 18

うち国債等債券損益 △ 0 19 19
515 521 6

人件費 290 289 △ 1
物件費 203 207 4
税金 21 25 4

一般貸倒引当金繰入額① 4 △ 13 △ 17
業務純益 174 206 32 236
（コア業務純益） (180) (174) △ 6
臨時損益 9 △ 6 △ 15

不良債権処理額② 30 37 7
貸倒引当金戻入益③ - - -
償却債権取立益④ 0 0 0
株式等関係損益 27 9 △ 18
その他臨時損益 12 22 10

経常利益 184 200 16 230
特別損益 2 △ 1 △ 3
法人税等合計 63 64 1
当期純利益 123 135 12 145

＜与信関係費用(①+②-③-④)＞ 35 24 △ 11 27

経費

※コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益（５勘定尻）     

※コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益（５勘定尻） 

 １１ 

 業務純益について、役務取引等利益の増加に加え、一
般貸倒引当金繰入額の減少および国債等債券関係損
益が増加することから、３２億円の増加を見込む 

 経常利益について、不良債権処理額は増加するものの、
業務純益が増加するため、１６億円の増加を見込む 

 当期純利益は経常利益の増加により、１２億円の増加
を見込む 

（※１） 

（※１） 

＜資金利益（単体）の内訳＞ （単位：億円）

618 616 △ 2

国内業務部門 595 579 △ 16

うち円貨預貸金利息収支 471 449 △ 22

　（うち円貨貸出金利息） (514) (489) (△ 25)

　（うち円貨預金等利息） (42) (40) (△ 2)

うち円貨有価証券利息配当金 126 131 5

国際業務部門 22 36 14

増　減

資金利益

26年
3月期
(実績)

27年
3月期
(予想)



Ｖ：＋25
Ｒ：△49

Ｖ：△1
Ｒ：＋4

Ｖ：＋13
Ｒ：＋7

国債等債券損益
（＋19）

役務取引
等利益
（＋3）有価証券利息

（＋20）

預金等利息
（＋2）

貸出金利息
（△23）

その他
（△3）

695

714

Ｈ２６／３ Ｈ２７／３

平成２７年３月期 業績予想（２） 

V：残高要因、R：利回要因 

 １２ 

（ 単位 ： 億円 ） 

平成２７年３月期の業務粗利益（業績予想）は、 

前期比 １９億円増加し ７１４億円 



第２部 第１３次中期経営計画 



▼航空宇宙産業の集積 

（出所）岐阜新聞 

○2027年の開業を目指すリニア中央新
幹線の工事実施計画を国が認可 

⇒経済効果は愛知県・岐阜県で顕著 

○ＭＲＪの初号機披露の式典開催 

⇒リージョナルジェットの需要が拡大す
るなか、航空宇宙産業の集積を強化 

中部地域の環境認識 ① 
▼リニアの進展 

（出所）アジアＮｏ．１航空宇宙産業クラスター形成特
区のＨＰより抜粋 

（出所）三菱UFJﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ「政策研究『リニア時代到来の期待』」 

 １４ 



中部地域の環境認識 ② 

 １５ 
（出所）中部地方整備局HPをもとに一部修正 

⇒既存企業の活性化、企業や観光客
の誘致の成功など多くの可能性 

⇒岐阜県では４,８００億円の生産額増
加期待 

▼東海環状自動車道の整備状況 
＜企業誘致の事例＞ 

H24.3 アマゾン 
多治見市に国内最大規模の物流センターを設置 

H24.4 トヨタ紡織 
多治見市で計画しているテストコースの建設に着手 

H25.7 トヨタ自動車 
多治見市に走行コースを併設した修理研修センター 
の完成式を開催 

H26.7 ミツカングループ 
美濃加茂市に新工場が竣工 

H27.1（予定） 千趣会 
美濃加茂市の土地を取得し、物流センターに 



中部地域の環境認識 ③ 

▼東海３県の企業集積 
  （一例） 川崎重工業（株） 岐阜工場 

＜岐阜県各務原市＞ 

三菱重工業（株）名古屋誘導推進システム製作所 
＜愛知県小牧市＞ 

県営名古屋空港周辺地区 
 

本田技研工業（株） 
鈴鹿製作所 
＜三重県鈴鹿市＞ 

トヨタ自動車（株）本社・工場 
＜愛知県豊田市＞ 

岐 阜 県 

愛 知 県 三 重 県 

三菱重工業（株） 
  岩塚・大江・飛島工場地区 
川崎重工業（株） 
  名古屋第一・第二工場地区 
三菱航空機（株） 
  本社 
＜愛知県名古屋市＞ 

セントレア・中部臨空都市地区 

アジアＮｏ．１航空宇宙産業クラスター形成特区 認定数 

地区
企業・

団体

自治

体
地区

企業・

団体

自治

体
地区

企業・

団体

自治

体
地区

企業・

団体

自治

体

35 71 30 19 52 19 13 55 16 67 178 65

愛知県 岐阜県 三重・長野・静岡県 合計

 １６ 



中部地域の環境認識 ④ 

▼観光関連 

⇒「昇龍道プロジェクト」（※）の効果もあり、岐阜
県の観光客数・消費額は増加 

（※）中部運輸局、北
陸信越運輸局お
よび中部広域観
光推進協議会が
当地域の知名度
向上をはかるた
め立ち上げたプ

ロジェクト 

第６回 
観光庁 

長官表彰 
受賞 

（単位：万人） （単位：億円） 

 １７ 

（十六銀行高山駅前支店のＡＴＭコーナー） 

＜高山駅前支店にセブン銀行ＡＴＭ設置＞ 
○外国人観光客の利便性を向上 
  ⇒地域経済活性化 
○ご利用可能な海外発行カード 
 VISA・銀聯（ぎんれん）など１０種類 
○英語・中国語・韓国語・ポルトガル語に対応 

⇒次頁に詳細 



＜十六銀行高山駅前支店 外観＞ 

中部地域の環境認識 ④ （補足） 

▼高山駅前支店の取り組み 

（案内用パンフレット） 

＜キャッシュコーナー＞ 

（拡大図） 

 １８ 



貸出金シェア

20.6
3.6

29.8

10.3
7.6 28.1

当行 他の地方銀行(8行) メガバンク等

信用金庫 農協 その他

預金シェア

15.5

4.420.1

17.5

15.8
4.7 22.0

当行 他の地方銀行(8行) メガバンク等

信用金庫 農協 ゆうちょ銀行

その他

貸出金シェア

31.2

26.0

27.2

5.6 4.1
5.9

当行 他の地方銀行 メガバンク等

信用金庫 農協 その他

預金シェア

15.3

32.1
21.9

11.3

15.1 2.2

2 .1

当行 他の地方銀行 メガバンク等 信用金庫

農協 ゆうちょ銀行 その他

▼岐阜県 
  シェア 
   (H26/3) 

※金融ジャーナル社出版の「金融マップ」を基に当行作成 

（単位：％） （単位：％） 

▼愛知県 
  シェア 
   (H26/3) 

（単位：％） 
（単位：％） 

預貸金残高取引シェア 

 １９ 



第１３次中期経営計画の状況 ① 

名 称 
 第13次中期経営計画 

 All For Your Smile こころにひびくサービスを♪ 

計画期間 

目指す銀行像 

基本テーマ 

 平成２６年４月～平成２９年３月 （３年間） 

 持続的成長力を備え真に頼りにしていただける地域金融機関 

 「徹底した顧客志向」への意識改革・行動改革 

 地域金融機関としての「原点回帰」 「愛知県戦略」を軸とした成長戦略 

 ２０ 



第１３次中期経営計画の状況 ② 

成長性 
（顧客基盤） 

収益性 

預金等残高 

リテール貸出先
件数 

当期純利益 

5兆2,755億円 

99,293件 

99億円 

健全性 

コア資本比率 

与信費用率 

9.07％ 

▲ 0.01％ 

■ リテール貸出先件数 ＝ 中小企業貸出先数（含、個人事業主）＋住宅ローン・アパートローン件数　（当行基準）

コア資本（経過措置適用前）

リスク・アセット等（経過措置適用前）

与信関係費用

貸出金平残

■

■

コア資本比率
（完全実施ベース）

＝

与信費用率 ＝

5兆6,000億円 

100,000件以上 

100億円 

8.8％以上 

0.2％未満 

目標項目 
中間期 実績 

（26年9月末） 
最終年度（末） 

（完全実施ベース） 

 ２１ 

▼計数目標 

5兆1,554億円 

97,780件 

123億円 

8.66％ 

0.09％ 

計画スタート時 

（25年度）（末） 

 中期経営計画の達成に向け、 

 順調なスタートをきる 



第１３次中期経営計画の状況 ③ 

中期経営計画を確実に推進するため、各部に明確な目標（KPI）を設定 

  ⇒ 半期毎の計画値を定め、今後、定期的なレビューを実施  

▼ 目標項目の進捗状況 

 ２２ 

28/下

25/上 計画 実績 達成状況 計画

1 貸出金平残 億円 35,655
36,372

（通期）36,013
実績 36,810 37,400 ○

39,398
（通期）39,249

2 預貸粗利鞘 ％ 1.364
1.316

(通期）1.340
実績 1.266 1.235 △

1.148
（通期）1.158

3 住宅ローン・アパートローン件数 件 71,081 72,469 実績 72,900 73,972 ○ 77,840

4 インバン契約件数（個人） 件 64,248 68,701 実績 74,000 72,454 △ 140,000

5 中小企業貸出先数（含、個人事業主） 件 25,507 25,311 実績 25,250 25,321 ○ 25,500

6 海外金融サービス取引件数 件 7 34 実績 40 47 ○ 70

7 有価証券関係損益 億円 15
12

（通期）27
実績 17 38 ○

7
（通期）18

8 顧客対応好事例の紹介件数 件 12 8 実績 12 12 ○ 15

9 物件費 億円 105
98

（通期）204
実績 106 105 ○

102
（通期）210

10 経営管理部門人員削減率 ％ 145 足元人員
削減率1.3％

（143名）
144 △

削減率5.5％
（137名）

26/上
KPI
番号

KPI項目 単位

25/下

足元実績



第３部 基本戦略について 



 地域別戦略 

 お客さま起点によるサービスの品質向上  

 財務体質の強化および経営管理態勢の高度化 

 人材活用および人材育成 

 経営資源配分の最適化 

 資金運用力の強化 

 地域密着型金融のさらなる推進  

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

Ⅴ 

Ⅵ 

Ⅶ 

７つの基本戦略 

⇒ P.33～ 

⇒ P.31～ 

⇒ P.28～ 

⇒ P.25～ 

 ２４ 

PICK UP 

PICK UP 

PICK UP 

PICK UP 



【基本戦略Ⅰ】 

お客さま起点によるサービスの品質向上 ① 

 ２５ 

▼ ローンサービスセンターの休日営業拡大 

本郷駅の１日平均乗降数は、
名古屋市営地下鉄87駅中27位 

（出所）平成24年度「名古屋市
統計年鑑」 

▼ 戦略的店舗における営業時間拡大 

後 方 支 援 態 勢の強化 

・住宅ローン利用者の利便性向上 
・審査時間の短縮化（即日回答）を目指す 

＋ 

各種施策を実施し、対面チャネルにおけ
る接点強化をはかる 



【基本戦略Ⅰ】 

お客さま起点によるサービスの品質向上 ② 

 ２６ 

お客さまサービス部が中心となり、営業店から寄せられた「お客さまの声」を積極的に活用し、              
改善に向けた対応策の検討を進める 

改善に向けた意見交換会 

「ATMの営業時間を延長して欲しい」 

「ATMでJ-ポイントスタイルのポイント照会ができるようにして欲しい」 

●ATMの営業時間延長に向けた開発 

  ⇒ 夜間１１時まで時間延長 

改善要望提案 118件 

うち対応完了     46件 
（平成26年9月末現在） 

お客さまの声 

ポイント照会機能 

▼お客さま目線での業務改革  ～お客さまからの苦情、要望等の業務への活用～ 

● ATM画面での 
 照会機能拡充（予定） 



30 33 35

9.15 9.62 10.13

0

20

40

60

H24/9 H25/9 H26/9

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

役務取引等利益 役務取引等利益のコア業務粗利益に占める割合

【基本戦略Ⅰ】 

お客さま起点によるサービスの品質向上 ③ 

 ２７ 

▼非対面チャネルの拡充 ▼リテール部門の強化 

インターネットバンキングの機能強化
（サービスの拡充等） 

ＮＩＳＡをはじめとする各種制度の有効活用 

次世代への資産承継等に係るコンサルティン
グ機能の強化 

資産形成層との総合金融取引の推進 ｽﾏﾎ 
画面 
表示 
（例） 

ＮＩＳＡ開設口座３２千件は 
東海地域最大 

ＬＰＣ（ライフプラン・コンサルタント）による住宅
ローン取引を契機とした総合金融取引を充実さ
せ、生涯取引における収益増強をはかる 

ＬＰＣの活用 

役務手数料の推移 H26/11 
サービス
機能強化 

（単位：億円、％） 



【基本戦略Ⅱ】 

地域別戦略 ① 

 ２８ 

充実した店舗網で“面での接点強化” 

長期にわたる強固なリレーション構築 

岐阜県における“圧倒的なブランド力”を維持 

＝ 

個人メイン化戦略 

法人メイン化戦略 

● 資産形成層に対する取引の深掘り（職域活動等） 

● 富裕層、準富裕層に対する取引の深掘り 

● 事業承継案件のコンサルティング強化 

● 低コスト預金の増強（給振、年金、家計メイン化口座獲得） 

● 新規住宅ローン案件の獲得、個人ローン残高維持 

● 豊富な“経験”と幅広い“人脈”を活かしたトップ営業による 
取引先との人間関係の構築 

●  “ファーストコールバンク”（＝最初に相談相手となる銀行）    
を目指す 

● 本部と連携した、支店長による付加価値営業への転換 

● 自治体との関係強化 

▼岐阜県戦略 ～一層のリレーション強化へ～ 

   岐阜県内の充実した店舗網を活かし、お客さまとの接点強化をはかるとともに、顧客基盤の維
持向上に向けた地道な取組みにより、地域における“圧倒的なブランド力”を維持する。                                                                

       中小企業等への支援・育成、地域経済への貢献活動を通じて、リレーションの一層の強化をは
かり、メインバンクとしての存在感を高めていくこととする。 



【基本戦略Ⅱ】 

地域別戦略 ②－１ 

 ２９ 

▼愛知県戦略 ～地元化の更なる推進～ 

   名古屋駐在常務役員の指揮下、愛知営業戦略部が中心となり、名古屋市内および三河・知多
ブロックの業績を伸張させ、愛知県内の法人融資・個人ローン・預かり資産（含む預金）の増強に
注力する。 

業務戦略G 

リテール営業G 

コーポレート営業G 

マーケット規模の大きい愛知県での成長戦略 

愛知県での預金・貸出残高・取引先数増加 

愛知県のお客さまのご支持のバロメーター 

＝ 
愛知営業戦略部の位置づけ 

● 愛知県の経済情勢・情報を反映した施策 

  の企画・立案 

● 業者工作等による新規ローン案件発掘 

● 富裕層に対する資産運用提案 

● 預り資産業務に関する人材育成 

● 法人ソリューション提供による収益確保 

● ブロックを跨いだ優良企業の開拓 

● 新規開拓を通じた人材育成 

＜名古屋ビル＞ 



◆ 

大府市 

刈谷市 

豊田市 

豊橋市 

名古屋市 

岡崎市 安城市 

みよし市 

長久手市 

日進市 

豊明市 

幸田町 西尾市 

知立市 

東郷町 

東海市 

春日井市 

尾張旭市 

半田市 
高浜市 

武豊町 

◆ 

◆ 

三河地域 

岡崎支店 新築移転 
(H26.6) 

◆ 刈谷支店 新築移転
(H26.11) 

名古屋市、三河地域を中心に、毎年１～２店舗出店し、将来的には岐阜県と相並ぶ店舗網を構築 

店舗外ATMを重点的かつ集中的に追加設置し、ネットワークを強化する 

名古屋事務所 

 ３０ 

・平成元年６月開設 

・豊橋市人口：３７６千人 

豊田支店 

・昭和４５年６月開設 

・豊田市人口：４２１千人 

◆ 豊橋支店 

【基本戦略Ⅱ】 

地域別戦略 ②－２ 

▼店舗戦略 ～顧客利便性を高める店舗網～ 

今池支店 天白支店 
（来年 新築移転予定） 



【基本戦略Ⅲ】 

地域密着型金融のさらなる推進 ① 

▼ 法人向けソリューションの提供 

 ①逆見本市商談会 

 
バイヤー企業 

（買い手） 
 

【対象企業】 
地元の有力企業 

 

 
当行 

 
・商談日時設定 
・条件にあった 
サプライヤー 

の探索  

サプライヤー企業 
（売り手） 

商
談
会
設
定
依
頼 

発
注
し
た
い
部
品
等
開
示 

⇒ 「発注ニーズ」を起点とした当行独自のスキーム 

サプライヤー企業 
（売り手） 

サプライヤー企業 
（売り手） 

エ
ン
ト
リ
ー 

月２回程度、定期的に開催 

 ②マーケット戦略チーム 

 当地区の主要産業である①メディカル（医療・
介護） ②製造業（自動車・航空機） ③農業・食
品・流通 ④学校法人 ⑤再生可能エネルギー
の５分野に産業分野別の専門担当者を配置し、
全面的なサポートを実施 

＜平成26年上期まで＞ 

商談会    16回 

延べ商談数 848件 

メディカルチームは発足後17年経過 

診療所の開業支援を中心に、 

年200件程度の案件相談に携わる 

 ③Ｍ＆Ａ 

 後継者問題を抱える企業は多く、こうした企業
の潜在的ニーズの捕捉により、地域企業の事
業の存続と発展、雇用の確保に寄与するととも
に収益業務として積極的に取り組む 

＜平成14年以降の累計＞ 

アドバイザリー契約 73先 

最終契約 35先（案件制約件数 25件） 
 ３１ 



【基本戦略Ⅲ】 

地域密着型金融のさらなる推進 ② 

=海外拠点 =トレーニー派遣先 =業務提携金融機関 

＜日本＞ 
十六銀行 海外サポート部 

＜中国＞ 
十六銀行 上海駐在員事務所 

＜香港＞ 
十六銀行 香港駐在員事務所 

＜ベトナム＞  
BIDV  派遣行員１名（11月） 
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ・ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ銀行 

＜フィリピン＞BDO Unibank 

＜インドネシア＞ 派遣行員１名 
ﾊﾞﾝｸﾈｶﾞﾗｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 

＜韓国＞SBJ銀行 

＜中国＞交通銀行・中国銀行・ 中国工商銀行 

＜インド＞ｲﾝﾄﾞｽﾃｲﾄ銀行 

＜タイ＞ 
 派遣行員２名 
ｶｼｺﾝ銀行 

＜ミャンマー＞ｴｰﾔﾜﾃﾞｨｰ銀行 

▼ アジアの成長を取り込む海外進出支援の強化 

（平成26年9月末時点） 

海外進出先数 

 ３２ 

じゅうろく海外サポート・ネットワークサービス 

＜シンガポール ・ タイ＞ 
駐在員事務所設置予定 

（出所： 

東海財務局） 

東海地方における企業の海外進出は自動車関連企業を中心
に増加傾向にあり、増勢も全国を上回る 

成長するアジアに拠点と人材を配置し、企業の成長に貢献 

「アセアン リージョナル・カンファレンス」 

進出先 先数 進出先 先数

中国 515 ベトナム 62

香港 68 シンガポール 25

韓国 25 マレーシア 34

インド 17 フィリピン 38

タイ 209 ミャンマー 8

インドネシア 81 合計 1,082

＜マレーシア＞  
ＣＩＭＢ銀行 
ＣＩＭＢｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸ 



【基本戦略Ⅳ】 

資金運用力の強化 

 ３３ 

▼ 新たな収益機会の積極的な取り込み 

  ⇒ クロスボーダーローン等の推進、有価証券運用の分散投資による収益の拡大 

187

394

650

H25/下 H26/9

円貨建

外貨建

1,044 

187 

● シンガポール向けクロス・ボーダーローン（26年5月） 

● 非日系・非居住者向けクロス・ボーダーローン 

   （26年6月） 

● 香港・中国向けクロス・ボーダーローン（準備中） 適切なリスク管理下で分散投資を行い、有価証
券利回り（全体）は１．０７％に上昇 

61 65 73

8 11
19

0.981.08
0.92

1.65 1.641.99

1.14
0.98 1.07

0

50

100

150

200

H24/9 H25/9 H26/9

（単位：億円）

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

（単位：％）

利息配当金

(国内）

利息配当金

(国際)

利回り（国内）

利回り（国際） 利回り（全体）

クロスボーダーローン実行額 有価証券運用利回りの状況 

単位： 

 百万円 



最後に 

●日本全国で金融再編の狼煙があがるなか、当行は岐阜銀行との合併を成功に導いたノウ
ハウを大切に継承しつつ、銀行経営の原点に立ち返り、顧客満足を追求する 

●岐阜県での信頼関係を確固たるものにし、愛知県で地元化をすすめることで、将来の発展
に向けた磐石な顧客基盤を形成する 

▼ 顧客志向の更なる徹底に向けて 

▼ まとめ 

 ３４ 

お 客 さ ま 

「知恵を生む現場」 

悩み・相談 

人づくり ⇔ 自主性・自発性の高い現場 

顧客満足度向上 

従業員満足度向上 

チームワーク 
信 念 

知 恵 

実 行 

期待を超える 

サービス提供 

表面化する小さな課題 

真の課題 

洞察力 行動改革 

変 化 



ご清聴ありがとうございました 

 ３５ 
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項目 時点 単位 全　国
全国比(%) 全国比(%) 全国比(%) 全国比(%)

面　　　積
（全国に北方領土等含まず）

2013/10/1 ｋm2 377,961 5,165 1.4 10,621 2.8 5,777 1.5 21,564 5.7

人口 2013/3/31 千人 126,393 7,273 5.8 2,058 1.6 1,830 1.4 11,162 8.8

世帯数 2013/3/31 千世帯 54,166 2,950 5.4 758 1.3 736 1.3 4,446 8.2

県内総生産（名目） 2010年度 億円 4,956,377 316,423 6.4 70,934 1.4 73,681 1.5 461,039 9.3

うち第一次産業 2010年度 億円 52,441 1,602 3.1 730 1.4 860 1.6 3,193 6.1

うち第二次産業 2010年度 億円 1,159,700 105,736 9.1 20,957 1.8 29,061 2.5 155,754 13.4

うち第三次産業 2010年度 億円 3,723,922 207,557 5.6 48,857 1.3 43,501 1.2 299,915 8.1

事業所数
（民営事業所のみ）

2012/2/1 事業所 5,768,489 331,581 5.7 109,946 1.8 82,365 1.4 518,892 9.0

着工新設住宅戸数 2012年度 戸 893,002 57,660 6.5 11,086 1.2 9,777 1.1 78,523 8.8

製造品出荷額等
（従業者４人以上）

2010年 億円 2,891,077 382,108 13.2 48,275 1.7 97,647 3.4 528,030 18.3

製造業付加価値額
（従業者４人以上）

2010年 億円 906,672 99,082 10.9 17,978 2.0 29,077 3.2 146,137 16.1

卸売業販売額 2012年 億円 3,654,805 295,811 8.1 22,178 0.6 16,829 0.5 334,818 9.2

小売業販売額 2012年 億円 1,148,523 69,672 6.1 17,791 1.5 16,500 1.4 103,963 9.1

１人あたり県民所得 2010年度 千円 2,877 3,035 - 2,613 - 2,863 - - -

完全失業率　総数 2013年平均 ％ 4.0 3.2 - 3.1 - 3.2 - - -

愛　知 岐　阜 三　重 東海３県

東海地域の経済指標 

資 １ 



平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

単位 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

　コア業務粗利益 億円 694 350 670 335 669 337 659 332 681 328 695 350 353

　資金利益 億円 623 315 587 297 590 297 589 296 610 295 618 312 315

　役務取引等利益 億円 71 39 69 31 68 33 60 30 63 30 69 33 35

　経費 億円 481 244 479 237 493 248 504 254 515 256 515 264 265

　コア業務純益 億円 212 105 190 97 176 88 155 77 166 71 180 85 87

　経常利益 億円 △166 △7 150 74 148 77 164 99 109 69 184 100 144

　当期純利益 億円 △95 △16 89 45 92 44 84 61 238 216 123 78 99

　与信関係費用 億円 189 42 58 26 13 6 3 △8 81 1 35 11 △ 2

　自己資本比率（※）
　　（単体、国内基準）

％ 9.50 10.03 10.50 10.36 10.65 10.54 9.78 10.79 10.51 10.44 10.47 10.45 10.89

　T i e r Ⅰ比率 ％ 6.69 7.09 7.21 7.05 7.58 7.28 7.59 7.83 8.35 8.27 8.61

　自己資本比率（※）
　（単体、完全実施ﾍﾞｰｽ）

％ 8.66 9.07

　円貨貸出金利回り ％ 2.06 2.10 1.86 1.88 1.75 1.78 1.65 1.67 1.52 1.53 1.42 1.45 1.31

　円貨預金等利回り ％ 0.27 0.29 0.20 0.22 0.14 0.16 0.11 0.12 0.10 0.10 0.08 0.09 0.08

　総資金利鞘 ％ 0.33 0.33 0.24 0.28 0.20 0.21 0.17 0.16 0.18 0.14 0.17 0.15 0.15

　O H R ％ 69.36 69.89 71.57 70.88 73.72 73.66 76.44 76.68 75.54 78.08 74.10 75.59 75.22

　預金等（平残） 億円 36,847 36,772 38,148 38,116 39,506 39,244 41,162 40,956 46,163 43,071 50,726 50,543 52,390

　貸出金（平残） 億円 29,394 28,960 30,054 30,108 30,342 30,117 30,811 30,630 34,470 32,796 36,032 35,669 37,495

業績の推移 

資 ２ 
※平成25年度以降はバーゼルⅢベース。 



業種別貸出金残高 

資 ３ 

（単位：百万円）

製造業 649,951 671,155 676,380 656,402 654,708

農業、林業 5,950 5,610 5,583 5,196 5,341

漁業 633 474 499 449 736

鉱業、採石業、砂利採取業 4,875 4,130 4,325 3,343 5,266

建設業 151,742 154,988 148,485 149,601 137,845

電気・ガス・熱供給・水道業 41,228 41,421 41,125 41,641 42,134

情報通信業 24,186 25,051 23,647 27,280 27,663

運輸業、郵便業 110,125 103,856 105,919 110,415 109,943

卸売業、小売業 388,672 382,374 374,609 370,108 366,924

金融業、保険業 138,509 143,328 143,336 150,806 149,982

不動産業、物品賃貸業 502,081 494,536 484,037 482,087 483,378

学術研究、専門・技術サービス業 22,280 23,417 22,469 22,223 20,161

宿泊業 28,403 26,071 25,647 24,829 22,135

飲食業 25,755 24,436 23,173 21,745 20,794

生活関連サービス業、娯楽業 64,636 63,115 60,047 60,631 59,580

教育、学習支援業 8,260 7,898 6,890 6,613 6,694

医療・福祉 95,303 98,673 100,387 97,558 94,497

その他のサービス 35,606 33,694 32,463 33,452 33,757

地方公共団体 291,445 273,960 280,389 360,928 412,378

その他 1,060,517 1,079,171 1,102,845 1,126,227 1,142,769

合計 3,650,157 3,657,358 3,662,255 3,751,534 3,796,685

H26/9H24/9 H25/9H25/3 H26/3



1.517
1.559

1.620
1.6481.6651.692

1.751
1.777

1.839
1.877

1.917

1.277
1.363

1.429
1.492

1.528
1.599

1.663
1.719

1.767

1.841
1.882

1.200

1.400

1.600

1.800

2.000

H21/9 H22/3 H22/9 H23/3 H23/9 H/24/3 H24/9 H25/3 H25/9 H26/3 H26/9

（単位：％）

岐阜県

愛知県

0.902 0.864 0.837
0.722 0.685 0.641 0.560

0.521 0.492

1.502 1.500 1.432 1.370 1.342 1.274 1.247 1.182 1.187

1.737 1.689 1.648
1.587 1.602 1.523 1.463 1.422

1.371

0.000

0.500

1.000

1.500

2.000

H22/9 H23/3 H23/9 H24/3 H24/9 H25/3 H25/9 H26/3 H26/9

（単位：％）

大企業

中堅企業

中小企業

金利の状況（Ⅰ） 

県別の円貨貸出金約定レート（期末月中） 

円貨貸出金の構成比（金利別） 

法人規模別円貨貸出金約定レート 

資 ４ 

（単位；億円）

H24.3 H24.9 H25.3 H25.9 H26.3 H26.9

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比

変動金利貸出 19,488 59.0% 21,086 57.8% 21,755 59.5% 22,011 60.1% 21,825 58.3% 21,945 58.0%

事業性〔公共含〕 16,211 49.1% 17,119 46.9% 17,156 46.9% 17,013 46.5% 16,452 43.9% 16,261 43.0%

（うち、短プラベース） 10,687 32.3% 11,425 31.3% 11,168 30.5% 10,862 29.7% 10,375 27.7% 10,285 27.2%

（うち、市場金利ベース） 5,524 16.7% 5,694 15.6% 5,988 16.4% 6,151 16.8% 6,078 16.1% 5,976 15.8%

個人ローン 3,277 9.9% 3,967 10.9% 4,599 12.6% 4,998 13.7% 5,372 14.2% 5,685 15.0%

固定金利貸出 13,383 40.5% 15,225 41.7% 14,632 40.0% 14,420 39.4% 15,447 40.8% 15,744 41.6%

事業性 7,168 21.7% 7,702 21.1% 7,499 20.5% 7,521 20.5% 8,594 22.7% 8,829 23.3%

個人ローン 6,215 18.8% 7,523 20.6% 7,133 19.5% 6,899 18.8% 6,852 18.1% 6,915 18.3%

その他（総合口座等） 167 0.5% 179 0.5% 175 0.5% 176 0.5% 169 0.4% 167 0.4%

合計 33,038 100.0% 36,490 100.0% 36,562 100.0% 36,608 100.0% 37,440 100.0% 37,857 100.0%



約定利率・円貨粗利鞘の推移
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金利の状況（Ⅱ） 
預貸金利鞘（月中）の推移 

（単位：％） （単位：％） 

資 ５ 

円貨貸出金 
平均約定金利 

円貨粗利鞘 

円貨預金 
平均約定金利 



格付遷移分析時系列表（先数） 

資 ６ 

【先数ベース】 （単位：先）

21年上期 21年下期 22年上期 22年下期 23年上期 23年下期 24年上期 24年下期 25年上期 25年下期 26年上期

1,973 1,061 3,797 1,802 2,656 1,235 2,186 2,091 2,875 1,321 2,516

3,577 2,363 2,200 959 1,951 1,353 1,903 1,189 1,906 1,124 1,575

640 446 198 200 204 212 229 316 226 164 135

△ 2,244 △ 1,748 1,399 643 501 △ 330 54 586 743 33 806増減

格上げ

格下げ

破綻懸念先以下

△ 5,000

△ 4,000

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

21年上期 21年下期 22年上期 22年下期 23年上期 23年下期 24年上期 24年下期 25年上期 25年下期 26年上期

（単位：先）

格上げ 格下げ 破綻懸念先以下 増減



格付遷移分析時系列表（残高） 

資 ７ 

【残高ベース】 （単位：億円）

21年上期 21年下期 22年上期 22年下期 23年上期 23年下期 24年上期 24年下期 25年上期 25年下期 26年上期

2,304 1,107 5,139 2,220 2,809 1,528 3,155 2,773 4,398 1,606 3,560

5,691 2,759 1,852 969 3,060 1,684 2,460 1,193 2,178 1,272 1,871

267 183 151 149 111 126 229 283 137 74 94

△ 3,654 △ 1,835 3,136 1,102 △ 362 △ 282 466 1,297 2,083 260 1,595増減

格上げ

格下げ

破綻懸念先以下

△ 6,000

△ 4,000

△ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

21年上期 21年下期 22年上期 22年下期 23年上期 23年下期 24年上期 24年下期 25年上期 25年下期 26年上期

（単位：億円）

格上げ 格下げ 破綻懸念先以下 増減



格付遷移分析表 

資 ８ 

【格付先数】 （単位：先数）

平成26年9月

01 02 03 04 05 06 07 08-1 08-2 08-3 09 10-1 10-2

要管理先
破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先

01 351 270 39 7 5 4 3 328 23

02 1,014 59 738 102 35 7 1 3 17 1 963 51

03 1,840 17 131 1,043 189 54 8 5 38 1 1,486 354

04 2,113 41 239 1,194 190 47 17 63 2 1,793 320

05 1,814 3 8 44 298 892 142 36 71 4 1 1,499 315

06 1,351 1 9 15 60 194 675 63 74 5 1 1,097 254

07 879 1 2 27 57 95 440 81 7 2 1 713 166

08-1 8,221 10 40 122 169 178 167 84 6,688 238 11 32 12 2 7,753 468

08-2 2,445 4 6 10 6 5 301 1,909 5 53 19 4 2,322 123

08-3 要管理先 58 9 2 33 7 1 52 6

09 破綻懸念先 1,705 1 1 36 57 5 1,455 46 5 1,606 99

10-1 実質破綻先 189 1 1 4 137 6 149 40

10-2 破綻先 70 1 44 45 25

22,050 360 1,007 1,578 1,984 1,587 1,141 653 7,382 2,225 56 1,554 218 61 19,806 2,244

回収
正常先 要注意先

正常先

合計

平成26年3月
当初
先数 合計

要注意先

格上げ
2,516先

格下げ
1,575先

破綻懸念先
以下への転落先

135先

【格付先与信残高】 （単位：億円）

平成26年9月

01 02 03 04 05 06 07 08-1 08-2 08-3 09 10-1 10-2

要管理先
破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先

01 1,138 889 89 5 80 22 0 1,085 52

02 3,936 132 3,584 148 34 5 0 9 8 1 3,921 16

03 2,934 53 537 1,877 204 152 5 5 28 0 2,860 74

04 3,158 138 651 1,938 241 48 29 32 0 3,077 80

05 2,703 2 9 89 492 1,649 224 55 71 1 0 2,592 111

06 1,590 0 39 30 60 301 860 134 64 5 4 1,498 92

07 937 26 2 34 71 157 526 65 4 1 0 885 51

08-1 4,593 2 19 72 79 123 159 64 3,870 88 7 38 1 1 4,523 70

08-2 1,084 0 5 7 2 3 136 849 8 34 5 5 1,054 30

08-3 要管理先 121 16 1 98 4 0 120 1

09 破綻懸念先 885 0 1 20 22 7 791 18 4 862 23

10-1 実質破綻先 104 0 0 1 90 2 93 11

10-2 破綻先 45 0 29 30 15

23,227 1,078 4,441 2,875 2,925 2,573 1,454 824 4,310 972 121 873 115 41 22,601 627

回収
正常先 要注意先

正常先

合計

平成26年3月
当初
残高 合計

要注意先

格上げ
3,560億円

格下げ
1,871億円

破綻懸念先
以下への転落先

94億円



（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

　　区分 　　区分 担保・保証 引当額 保全率    区分 貸出金
与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 与信残高 による保全 残高
破綻先 破産更生 破綻先

37 32 5 － － 債権及び 債権 36
<10> (2) (26) これらに <10>

実質破綻先 準ずる債権 延滞債権
125 99 27 － － 162 63 99 100.0% 1,012
<64> (10) (61) ＜74＞ <952>

破綻懸念先 危険債権
890 486 235 169 890 553 168 81.0%

(168)

要 要管理先 要管理債権
３ヵ月以上
延滞債権 5

注 117 48 7 47.1% 貸出条件
意 133 37 97 緩和債権 111
先 小計 合計

1,169 664 274 80.2% 1,165
＜1,082＞ <1,079>

要管理先
以外の
要注意先 正常債権

5,396 1,952 3,444

正常先 37,390
31,978 31,978

合計 合計
38,559 34,583 3,807 169 － 38,559

<38,472> (179) (87) <38,472>

分類

リスク管理債権自己査定結果 金融再生法開示債権および保全状況
対象：総与信 対象：総与信

※要管理債権は貸出金のみ
対象：貸出金

開示債権一覧 

資 ９ 

リスク管理債権の総貸出金に 
占める割合   
＜＞内は、部分直接償却実施後 

3.0％ 
＜2.8％＞ 

金融再生法開示債権(小計）の
総与信に占める割合  
＜＞内は、部分直接償却実施後 

3.0％ 
＜2.8％＞ 

１．記載金額は、「自己査定結果」及び「金融再生法開示債権および保全状況」は単位未満を四捨五入し、「リスク管理   
  債権」は単位未満を切り捨てて表示しております。また、比率は小数点第2位以下を切り捨てて表示しております。 

２．総与信＝貸出金＋支払承諾見返＋自行保証付私募債＋外国為替＋貸出金に準ずる仮払金＋未収利息 

３．「自己査定結果」の分類額は引当後の計数で、（ ）内は分類額に対する引当額であります。 

４．当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の開示債権額を＜ ＞内に記載しております。 

平成２６年９月末現在 



     本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は将来の業
績を保証するものではなく、経営を取り巻く環境の変化などによるリスクや不確実性
を内包しておりますことにご留意ください。 

お問い合わせ先 
十六銀行 経営企画部 ブランド戦略室 
  
ＴＥＬ ０５８－２６６－２５１２ 
ＦＡＸ ０５８－２６２－２５３１ 
E-mail souki@juroku.co.jp 
 


